冒頭、藤川事務局長が、重点要求項目の４点を中心に趣旨を説明した。

（１）2012年度の賃金改善について

自治体における賃金・労働条件の決定にあたっては、地方自治の本旨に基づき、労使の自主的交渉を尊重すること、また、給与決定にあたって地方自治体に対して国と同様の取扱いを求めないこと、を求めている。国家公務員の給与改定と臨時特例法の公布にあたっては、各地方自治体に対して情報提供にとどめることを求めたが、同法公布に係る副大臣通知が示されたことは遺憾と言わざるを得ない。これにより、首長、あるいは地方議会において国に倣って引き下げるという動きにつながるのでは、と懸念をしている。

　３月５日の衆議院予算委員会の質疑において、総務大臣は、「期待というのは、地方公共団体で自主的かつ適切に対応されることを期待するという附則第12条の部分であり、地方公共団体に対して、今回の国家公務員に係る時限的な給与削減と同様の措置をやって下さいと言っているのではない」また、「（副大臣通知は）、地方団体において自主的かつ適切に対応されるよう期待するという総務省の考え方、逆に言えば、要請や強制をしないという考え方を示すために、むしろ技術的助言をした」と答弁をしている。総務省においては、この間の総務大臣の国会答弁などを踏まえた対応を行うよう強く要請をしておく。

（２）臨時・非常勤職員等の雇用安定・労働条件改善について

　地公部会は、官製ワーキングプアと揶揄される地方自治体の臨時・非常勤職員に関する処遇改善を求めて、昨年８月８日、片山前総務大臣に対して署名約160万筆を提出した。また、この課題は、民主党政権でなければ実現できないと考えており、総務省においても積極的に対応をされたい。

（３）新たな高齢雇用施策の充実について

　退職共済年金の支給開始年齢が2013年度以降段階的に60歳から65歳に引き上げられることに伴い、無収入期間が発生しないよう国家公務員の雇用と年金の接続について近々、政府としての基本方針が示されると聞いている。国の方針を受けて地方公務員の制度設計が始まるわけだが、果たして、地方は年金の支給開始年齢が引き上げられる2013年度に間に合うのか、と危惧している。地方公務員の雇用と年金の接続について、国に遅れることなく制度が確立できるよう総務省としても早急に検討を進めて頂きたい。

（４）労働基本権確立を含む地方公務員制度改革について

　国家公務員の労働基本権回復等に関わる国家公務員制度改革関連４法案は、昨年の６月３日に閣議決定され、通常国会での審議を待っている状況だが、地方公務員についてはまだ法案の検討過程にある。総務省は、３月中旬に今通常国会に法案を提出するよう登録もしていたが、提出が延期になったことは遺憾である。今通常国会での法案成立を視野に入れ、早期の閣議決定ができるよう取り組むことを強く要請する。

　続いて、各構成組織からも、重点事項についてそれぞれの実情を踏まえた要望を行った。

　これに対し、福田政務官は、「地方財政計画における給与関係経費の計上額については、給与構造改革期間の2006年度から2010年度において、給与水準については地場の民間給与の反映を、職員数については5.7％の定員純減目標を反映したこと、給与構造改革期間後も地方における取組み等を踏まえ、給与水準の見直しや定員純減等を見込んできたことから、2008年度から2012年度までの５年間で5.5％減少、2003年度から2012年度までの10年間では10.5％減少している。さらに、2009年度から2010年度にかけて一般行政経費から給与関係費に移し変えた公立保育所分の人件費の影響分を除けば、2008年度から2012年度までの５年間で7.3％減少、2003年度から2012年度までの10年間では12.2％減少している」との答弁を３月６日の衆議院総務委員会で行ったように、地方における総人件費は厳しい行政改革ですでに減らしていることから、国家公務員給与7.8％削減を地方には及ぼす考えはないとの認識を示した。また、川端大臣も国として行う減額分を、地方交付税を減額するなどの処置をもって強制することは一切考えていないとの国会答弁をしている、と回答した。

　地方公務員の労働基本権については、地方団体関係者にも意識の転換が必要であり、国家公務員の関連４法案の審議が始まれば、地方についても動いていくようになるのではないか、と述べた。また、その他の要請の趣旨についても、総務大臣に伝えたいと回答した。

　最後に藤川事務局長より、３月28日の要求書に対する大臣回答について、本日の要請を踏まえた検討を行うよう求め、交渉を終えた。

以上

